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－１－

令和５年度 三重労働局行政運営の基本方針

少子高齢化・生産年齢人口の減少という構造的な課題がある中で、成長と分配の好循環

による持続可能な経済社会を実現するには、人への投資を強化する必要があります。

三重県においては、求人倍率は新型コロナウイルス感染症拡大前の水準にあるなど雇用

情勢は改善の動きが継続しているものの、過去３年間のコロナ禍における感染拡大防止に

かかる行動制限等により、飲食・宿泊など特定の業種においては、働く場の減少などの雇

用への影響が依然として見受けられます。こうした状況に対応するため、「賃上げ・人材

活性化・労働市場強化」をはじめとし、多様な人材の活躍推進や、多様な働き方への支援

のための各種施策を講じます。

三重労働局は、地方自治体、労使団体等と連携を密にし、地域の実情に応じた取組を進

め、地域の総合労働行政機関として、労働基準監督署及びハローワークと一体となって施

策を推進します。

労働行政を取り巻く情勢



第１ 最低賃金・賃金の引上げに向けた支援の推進等

最低賃金・賃金の引上げに向けた生産性向上等に取り組む企業への
支援

－２－

三重県最低賃金 ９３３円
電気機械器具
製造業

９５２円

電線・ケーブル
製造業

９７０円
輸送用機械器具
製造業

９８７円

■発効日：三重県最低賃金は令和４年１０月１日。他の業種は令和４年１２月２１日。

賃金引き上げ
特設ページ

三重地方最低賃金審議会の円滑な運営を図り、最低賃金が改訂された際には、賃金額の
周知とその履行確保を図ります。

また、企業が賃金引上げを検討する際の参考となる地域の賃金や企業の好取組事例等が
分かる資料を提供し、企業の賃金引上げの支援等を図ります。

生産性を高めながら賃金引上げ等に取り組む中小企業・小規模事業者に対し「業務改善
助成金」の利用勧奨・活用により支援を行います。

第２ 個人の主体的なキャリア形成の促進

三重県との共催による地域職業能力開発促進協議会において、地域の人材ニーズや訓練効
果の検証を踏まえた職業訓練コースの設定を促進します。

県内の職業訓練
(ハロートレーニング)

令和４年６月に閣議決定された「デジタル田園
都市国家構想基本方針」に基づき、三重県内にお
いてもＩＴ分野やWEBデザイン等の訓練コースの拡
充を図ります。

在籍型出向は労働者の雇用をしっかりと支えつ
つ、人材の有効な活用を通じて生産性の維持・向
上に資するものであり、また、労働者の雇用維持
に加えてキャリアアップ・能力開発にも効果があ
ることから、（公財）産業雇用安定センター等関
係機関と連携して実施します。
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－３－

第３ 安心して挑戦できる労働市場の創造

２ 賃金上昇を伴う労働移動の支援

３ 継続的なキャリアサポート・就職支援

１ 労働市場の強化・見える化

ハローワークにおけるオンライン職業相談の実施、就職支援セミナーのオンライン配信、
三重労働局ＳＮＳ・ＨＰを活用した情報発信の強化等により、求職者のニーズに応じて柔
軟に求職活動ができるようオンラインサービスの向上を図ります。

同時に、再就職に当たり課題を抱える方等に
ついては、ハローワークへの来所を促し、課題
解決支援サービスを通じたきめ細かな支援を行
い、本人の希望やニーズに応じた再就職の実現

を図ります。
また、医療・介護・保育分野など雇用吸収力

の高い分野のマッチング支援を強化するため、
ハローワーク津の「人材確保対策コーナー」を
中心に、関係団体等と連携した人材確保支援の
充実を図ります。

三重労働局
職業安定部

Twitter

三重労働局
職業安定部

LINE

就職応援戦士わかもちゃん

以下のような助成金を活用し、経済的なリスクを可能な限り最小化して労働移動が円滑に
行われるよう支援します。

① 労 働 移 動 支 援 助 成 金
（早期雇入れ支援コース）

雇い入れ前賃金額より５％以上ＵＰで＋20万円

② 中 途 採 用 等 支 援 助 成 金
（中途採用拡大コース）

45歳以上の中途採用労働者全員の賃金が雇い入れ前より
５％以上ＵＰ等で100万円

③ 特 定 求 職 者 雇 用 開 発 助 成 金
（成長分野等人材確保・育成コース）

未経験である就職困難者を採用＋訓練＋５％以上賃上げで
通常助成額の1.5倍（90～360万円）

地域の課題に対応するため県や各市町と連携し、魅力ある雇用機会の確保や企業ニーズに
あった人材育成、就職促進等の取組を一体的に行うことを支援することにより、良質な雇用
の実現等を図ります。

令和４年10月に施行された改正職業安定法の
周知及び指導監督の実施を通じて民間人材サー
ビス事業者への適正な運営を図ります。また、
労働者派遣法違反またはその疑いのある事業主
に対しては、労働局内各部、監督署との連携を
図りながら、指導監督を実施します。

円滑な労働移動を実現するためには、職業情
報、職業能力、職場情報などの情報を「見える
化」することが重要です。

特に、令和４年10月に公開した新たなウェブサイト「マイ・ジョブカード」
において、オンライン上でジョブ・カードを作成・管理できるようになったほ
か、ハローワークインターネットサービスやjob tag（職業情報提供サイト（日本
版Ｏ－ＮＥＴ））と連携した情報取得等ができるようになっており、この積極
的な周知、普及促進を図ります。
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第４ 多様な人材の活躍促進

１ 女性活躍・男性の育児休業取得等の促進

－４－

（１）女性活躍推進法及び男女雇用機会均等法の履行確保

三重県の女性の労働力率は53.6％（全

国53.5％）とほぼ全国平均であるものの、

25歳～34歳においては全国をやや下回

り、35歳以上においては全国を上回って

います。（令和２年国勢調査）

女性雇用者に占めるパートタイム労働

者の割合は、42.4％（全国39.0％）と

全国より高くなっています。

（平成29年就業構造基本調査）

年齢階級別労働力率

女性活躍推進法に基づく省令改正により常用労働

者301人以上の事業主に新たに義務付けられた「男

女の賃金の差異に係る情報公表」が確実に行われる

よう、取り組みを促進します。

また、「えるぼし」認定、「プラチナえるぼし」

認定の取得促進に向けた働きかけを積極的に行い

ます。

募集・採用、配置、昇進等における均等取扱いに

ついて、報告徴収等の実施により男女雇用機会均等

法の履行確保を図ります。

また、「女性の活躍推進企業データベース」の活用を

勧奨します。

えるぼし

女性活躍推進企業
データベース

プラチナえるぼし
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厚生労働省「雇用均等基本調査」

三重県の女性の育児休業取得

率は96.3％と全国の85.1％

を上回っています。

男性の育児休業取得率は過去

2年は全国を下回っています。

（三重県事業所労働条件等実態

調査、雇用均等基本調査）
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（４）不妊治療と仕事との両立支援

（５）新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による
特別有給休暇制度導入等への取組支援

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動

計画に「不妊治療を受ける労働者に配慮した措置の実

施」を盛り込むなど、不妊治療と仕事との両立がしや

すい休暇制度や柔軟な働き方の導入の検討を促進しま

す。

また、不妊治療と仕事との両立支援に関する認定制

度「くるみんプラス」の周知を図り、認定の取得促進

に向けた働きかけを積極的に行います。
くるみんプラスマーク

（取得するくるみんの種類に
よりマークが変わります）

不妊治療と仕事と
の両立のために
（厚生労働省

ホームページ）

（３）子育て中の女性等に対する就職支援

新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置に係る助成金の

支給等により、妊娠中の女性労働者が安心して休暇を取得することがで

きる職場環境整備の推進を図ります。

女性労働者の
母性健康管理等
について
（厚生労働省
ホームページ）

（２）男女とも育児休業を取得しやすい環境の整備に向けた取組支援等

① 令和５年４月１日より施行される1,000人超企業を対象
とした育児休業等取得状況の公表の義務化について、着実

な履行確保を図ります。

また、「産後パパ育休」のほか、「パパ・ママ育休プラ
ス」等の男性の育児に資する制度について、制度の利用を
促進するとともに育児・介護休業法に基づく両立支援制度
について労働者が円滑に利用できるよう周知を行います。

あわせて、両立支援等助成金の活用等による職場環境の整
備を図ります。

② 「くるみん」、「プラチナくるみん」、「トライくるみ
ん」及び「くるみんプラス」の認定基準について広く周知
するとともに、認定の取得促進に向けた働きかけを積極的

に行います。

－５－

子育てをしながら就職を希望する女性等を対象としたハロー
ワークの専門窓口（マザーズコーナー）において、個々の求職
者のニーズに応じたきめ細かな就職支援を実施します。

また、仕事と家庭の両立ができる求人の確保等を推進すると
ともに、オンラインでの就職支援サービスを実施します。



２ 同一労働同一賃金など雇用形態に関わらない公正な待遇の確保等

－６－

同一労働
同一賃金
ガイドライン

パート・
有期労働
ポータル
サイト

① パートタイム・有期雇用労働法及び労働者派遣法に基づく報告徴収を

実施することにより、法の着実な履行確保を図るとともに、同一労働同

一賃金に向けた非正規雇用労働者の待遇改善にかかる事業主の取組を促

進します。

また、監督指導等において、同一労働同一賃金に関する確認を行い、

非正規雇用労働者の待遇改善を支援します。

② 三重働き方改革推進支援センターによるワンストップ相談窓口におい

て、労務管理等の専門家による業界別同一労働同一賃金マニュアル等を

活用した窓口相談やコンサルティング支援、セミナーの実施等に加え、

業種別団体等に対する支援を実施する等、きめ細かな支援を行います。

③ 非正規雇用労働者の処遇改善に取り組んだ事業主に対して、キャリア

アップ助成金による支援を行います。

３ 新規学卒者等への就職支援

若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理が優良
な中小企業を認定する「ユースエール認定制度」の取得
勧奨を進め、当該認定企業に関する情報を、若者に積極
的に発信します。

ユースエール
認定制度

４ 就職氷河期世代の活躍支援

令和4年度までの3年間の集中取
組期間に加え、令和5年度、6年度
の2年間を「第2ステージ」と位置
づけて、官民一体となって、就職氷
河期世代の方々の活躍の場を更に広
げられるよう、就労に必要な支援を
行います。

また、四日市・津・伊勢・伊賀市
に設置している「地域若者サポート
ステーション」では、４９歳であっ
た無業者への支援対象年齢を５１歳
まで拡大して、ハローワークと連携
したサポートを実施します。

５ 高齢者の就労・社会参加の促進

年齢にかかわりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現に向け、65歳以上の
再就職支援に重点的に取り組むため、ハローワークに設置する「生涯現役支援窓口」にお
いて、職場見学・職場体験等の取り組みや支援チームによる就労支援を行います。
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６ 障害者の就労促進

－７－

三重県と策定している「障がい者雇用推進のための取組指針202３」に基づき、障害

者がいきいきと活躍できるように、関係機関と連携した就職・定着支援を行います。

障害者雇用に関する優良な取り組みを行っている中小事業主への認定制度（もにす認定）

を積極的に周知し、取得の促進に努めていきます。

精神・発達障害者を温かく見守り、支

援する応援者＝「精神・発達障害者しご

とサポーター」となっていただけるよう

養成講座を開催します。

７ 外国人に対する支援

外国人労働者が安心して働き、その能力を十分に発揮するため、「外国人雇用サービス

コーナー」（四日市、津、松阪、桑名、伊賀、鈴鹿のハローワークに設置）において、通

訳の配置、専門相談員による職業相談、応募可能な求人の開拓等により、安定した就職の

促進を図ります。

また、外国人留学生に対しては、みえ新卒応援ハローワーク内の外国人留学生コーナー

において専門相談員による職業相談、応募書類添削等を実施します。また、事業主に対し

ては外国人留学生雇用管理アドバイザーが在留資格の書き換え、雇用管理の改善等の相談

に対応します。
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三重県実雇用率

(％)(人)
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① 生産性を高めながら労働時間の縮減に
取り組む中小企業・小規模事業者に対し
助成を行うとともに、専門的な助言・指
導を行います。

36協定未届事業場など労務管理体制
が十分でない事業場に対しては、労働基
準監督署の「労働時間改善指導・援助
チーム」により、相談・支援等を行いま
す。

② 各種情報から時間外・休日労働時間数
が1か月当たり80時間を超えていると考
えられる事業場等に対する監督指導を行
います。

また、「過重労働解消キャンペーン」
に長時間労働の抑制、過重労働解消に向
けた気運の醸成を図ります。

③ 時間外労働上限規制適用猶予事業等

（建設業、自動車運転の業務、医師）に

対して、改正労基法等の内容や法制度等

の周知など、理解の促進を図ります。

また、トラック運送業に関して、発・

着荷主等に対し、長時間の恒常的な荷待

ち時間を発生させないこと等について要

請を行います。

④ 関係省庁と連携を図り、大企業・親事

業者の働き方改革に伴う下請等中小事業

者への「しわ寄せ」防止に努めます。

⑤ 年休の取得に向けて、時間単位年次有

給休暇制度及び年休の計画的付与制度の

周知・導入促進を行うとともに、10月

の「年次有給休暇取得促進期間」に集中

的な広報を行うなど、年休を取得しやす

い環境の整備に努めます。

労働時間

(時間外・休

日労働が80

Ｈ超）

8.4 %

労働時間

(上記以外）

46.6%

健康障害

防止

38.5 %

賃金不払

残業

5.3 %

その他

1.2 %

法違反の指摘状況（違反内容）

※データ 長時間労働が疑われる事業場（411件）

に対する監督指導結果（R４.4～R４.12）

違反指摘数
計 262件

48.4 49.4 51.1
52.4

56.3

56.6
58.3

49.4 50.0

56.9 57.8

62.2

54.5

58.8

45

50

55

60

65

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

全国 三重

※データ 就労条件総合調査の特別集計

年次有給休暇の取得状況

荷主関係
三重

過重労働
解消関係

年休取得
関係

第５ 多様な選択を力強く支える環境整備

1 柔軟な働き方がしやすい環境整備
良質なテレワークの導入・定着促進に向け、「テレワークの適切な導入及び実施の推進

のためのガイドライン」の周知を行うとともに、「人材確保等支援助成金（テレワーク
コース）」の利用促進を図ります。

２ 安全で健康に働くことができる環境づくり

－８－

（%）

（１）長時間労働の抑制・過重労働による健康障害防止



２０２３年度から２０２７年度までの５か年を計画の期間とする「三重労働局第１４次
労働災害防止計画」に基づき、労働局、事業者、労働者等の関係者が一体となって、労働
災害防止対策を総合的かつ計画的に推進します。

① 自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発
安全衛生対策に取り組むことが、事業者にとって経営や人材確保・育成の観点からも

プラスとなることを含め、積極的に周知啓発を図ります。
② 業種別労働災害防止対策

業種別（陸上貨物運送事業、建設業、製造業、林業）の労働災害防止対策として、法
改正や各種ガイドラインの周知を図ります。

③ 労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策
増加傾向にある「転倒」及び腰痛等の「動作の反動・無理な動作」など、労働者の作

業行動を起因とする労働災害（行動災害）への対策について、管内全体の安全衛生に対
する機運の醸成を図ります。

29
24

17
14

18 17 8
R4.12末現在

0
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H10 H20 H30 R1 R2 R3 R4

死亡災害の発生状況

3,252

2,518

2,230 2,243
2,126

2,201

2,073
R4.12末現在

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H10 H20 H30 R1 R2 R3 R4

死傷災害の発生状況（休業4日以上）

崩壊・倒壊

3人

墜落・転落

2人

はさまれ・

巻き込まれ

1人

激突され

1人

熱中症

1人

事故の

型別

建設業

5人
製造業

1人

その他

2人

業種別

製造業
549

小売業
274

建設業
265

道路貨物運送業

236

社会福祉施設
186

その他
563

業種別

転倒
494

墜落・

転落
347

動作の反動・

無理な動作 298

はさまれ・

巻き込まれ
227

その他
707

事故の

型別

（死亡災害） （死傷災害）

注） 死亡・死傷者数は、新型コロナウイルスり患者を除く。新型コロナり患によるもの 死亡者０人、死傷者1,478人

令和４年 死亡・死傷災害の分析（Ｒ4.12末現在）

（３）第14次労働災害防止計画の推進

－９－

（人）
（人）

法令違反の疑いのある事業場に対し監督指導を行い、悪質な事案に対しては厳正に対処
します。併せて、労働基準法など基本的ルールの周知及び新しい働き方に対応した適切な
労務管理の導入支援に努めます。

（２）労働条件の確保・改善対策



④ 高年齢労働者の労働災害防止対策
高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境の実現に向けた「高年齢労働者の安全

と健康確保のためのガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）の周知を図り
ます。

⑤ 労働者の健康確保対策
メンタルヘルス対策としてのストレスチェック制度をはじめとする労働者の健康確保

の取組について、引き続き指導を行うとともに、「働く人のメンタルヘルス・ポータル
サイト「こころの耳」」について周知を図ります。

⑥ 化学物質等による健康障害防止対策
新たな化学物質規制、フィットテストの導入について、周知を図ります。
建築物等の解体・改修作業での石綿ばく露を防止するため、石綿障害予防規則に基づ

く措置の周知を図ります。

61.9%

91.5% 96.8% 98.0%
77.9%

0%
20%
40%
60%
80%
100%

50人未満 50人以上 100人以上 300人以上 全規模

メンタルヘルス対策の取組状況

※データ 「令和４年（度）年間安全衛生管理計画実施結果報告書」

腰痛 75

腰痛 66

熱中症
5

熱中症
6

化学物質 7

化学物質
2

じん肺
1

じん肺 1

その他 23

その他 34

0 20 40 60 80 100 120

R3

R4

（人）

職業性疾病発生状況（休業4日以上の死傷者数）※R４.12末現在

注：死亡・死傷者数は、新型コロナウイルスり患者を除く。

（新型コロナり患によるもの Ｒ３死亡者：3人、死傷者３７９人 ・R４死傷者1,478人）

計111人

計109人

（４）治療と仕事の両立支援
① ガイドライン等の周知啓発

治療と仕事の両立支援の取組の促進を図るため、引き
続きガイドライン等の周知啓発を行います。

② 地域両立支援推進チームの運営
三重労働局に設置する「三重県地域両立支援推進チー

ム」において策定した計画に基づき、両立支援に係る関
係者の取組を相互に周知・協力する等により、地域の両
立支援に係る取組の効果的な連携と一層の促進を図りま
す。

こころの耳

治療と仕事
の両立支援
関係

－１０－
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令和
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令和

2年度

令和

3年度

（件）

民事上の個別労働関係紛争相談における
いじめ・嫌がらせの相談件数推移

県内7か所の総合労働相談コーナーに寄
せられた職場のいじめ・嫌がらせに関する
相談は6年連続で1,000件を超え、高止ま
りしています。

職場におけるパワーハラスメント、セク
シュアルハラスメント等に係る雇用管理上
の防止措置を講じていない事業主に対して、
法の履行確保を図ります。

適切な防止措置が講じられるよう周知啓
発を行い、ウェブサイト「あかるい職場応
援団」の活用等を促します。

三重労働局総合労働相談コーナー

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/

（６）総合的なハラスメント対策の推進

令和3年度、総合労働相談コーナーに寄せられた民事上の個別労働紛争相談の件数は、
4,233件（前年度比：2.8%増加）で過去最多を更新しました。
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民事上の個別労働紛争関係

相談件数の推移

（７）電子申請の利用促進

令和3年度民事上の個別労働紛争関係

相談における相談内容別内訳（延べ件数）

自己都合退職
535件

解雇・雇止め
526件

労働条件引下げ
325件

その他
2,632件

いじめ・嫌がらせ
1,286件

合計
5,304件

令和３年度の労災保険給付の新規受給者数
は、約10,000人となっています。

労災保険給付の迅速・適正な処理を行いま
す。特に、過労死等事案（精神障害、脳・心
臓疾患）は認定基準を踏まえた調査などによ
り、迅速・公正な給付を行います。また、新
型コロナウイルス感染症にり患した労働者に
は労災補償の請求勧奨に努めます。
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精神事案 脳・心臓疾患

過労死等に係る請求件数
（５）労災保険給付の迅速・適正な処理

（件）

（件）

労働保険関係手続をはじめとした電子申請利用者の利便性向上のため、引き続きホー
ムページやリーフレットを用いて積極的な電子申請の利用促進を図ります。



主な助成金・給付金制度のご案内

労働局では、さまざまな種類の助成金・給付金を扱っています。

●雇用関係の主な助成金 （問い合わせ先 労働局職業安定部職業対策課）

雇用調整助成金

景気の変動、産業構造の変化により事業活動の縮小を余儀なくされた場合に、休業・教育訓練、出向によって、労働者の雇用維持を図る
事業主に助成されます。

産業雇用安定助成金

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、在籍型出向により労働者の雇用を維持す
る場合に、出向元と出向先の双方の事業主に助成されます。

労働移動支援助成金

事業規模の縮小等により離職を余儀なくされる労働者等に対して、再就職を実現するための支援を民間の職業紹介事業者に委託等をし
て行う事業主（再就職を実現した場合に限る）及び離職を余儀なくされた労働者を無期に雇い入れた事業主に対して助成されます。

特定求職者雇用開発助成金

高齢者（60歳以上）や障害者などの就職が特に困難な方をハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する
労働者として雇い入れた事業主に対して助成されます。

トライアル雇用助成金

職業経験、技能、知識不足等から安定的な就職が困難な求職者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、一定期
間試行雇用を行う事業主に対して助成されます。

人材確保等支援助成金（テレワークコースを除く）
雇用管理制度の導入等を通じて従業員の離職率の低下に取り組む事業主に助成されます。

キャリアアップ助成金
非正規雇用労働者の正規雇用転換、処遇改善等を行う事業主に助成されます。

人材開発支援助成金
労働者の人材育成のための職業訓練等を実施した事業主に助成されます。

●労働条件等関係の主な助成金 （問い合わせ先 労働局雇用環境・均等室）

働き方改革推進支援助成金

年次有給休暇の取得促進、労働時間の短縮のための取組や勤務間インターバルの導入を行う中小企業事業主や、傘下企業の生産性向
上に向けた支援を行う事業主団体に対して、その取組に要した経費を一部助成します。

業務改善助成金

事業場内最低賃金の引き上げと、業務改善効果のある設備投資等を行う中小企業事業主に対して、その取組に要した経費の一部が助成
されます。

人材確保等支援助成金（テレワークコース）

テレワーク勤務を制度として適切に導入・実施した場合、及びテレワーク勤務の導入後も引き続きテレワークを実施し従業員の離職率の低
下について効果をあげた中小企業事業主に支給します。

●両立支援関係の主な助成金 （問い合わせ先 労働局雇用環境・均等室）

両立支援等助成金（出生時両立支援コース）

男性労働者が育児休業を取得しやすい雇用環境整備や業務体制整備を行い、育児休業を取得した男性労働者が生じた中小企業事業主
に支給します。

両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）
「介護支援プラン」を作成し、介護休業、または介護のための柔軟な就労形態の制度の利用者が生じた中小企業事業主に支給します。

両立支援等助成金（育児休業等支援コース）

「育休復帰支援プラン」を作成し、育児休業の取得者が生じた、または業務代替者を確保し育児休業取得者を原職に復帰させた、または
法を上回る子の看護休暇制度などを導入し利用者が生じた中小企業事業主に支給します。

両立支援等助成金（不妊治療両立支援コース）
不妊治療のために利用可能な休暇制度等の環境整備に取り組み、休暇制度等の利用者が生じた中小企業事業主に支給します。

－１２－



－１３－

ハローワーク尾鷲

ハローワーク熊野

熊野労働基準監督署

ハローワーク桑名

ハローワーク四日市

四日市労働基準監督署

伊賀労働基準監督署

ハローワーク鈴鹿

松阪労働基準監督署

ハローワーク津

ハローワーク松阪

津労働基準監督署

伊勢労働基準監督署 ハローワーク伊勢

ハローワーク伊賀

管 内 略 図



職業紹介・職業指導、雇用保険事業に関する業務

高齢者や障害者等の雇用対策、各種助成金に関する業務等

求職者支援制度、職業訓練全般、若年者雇用対策、生活保護
受給者等の就労支援業務等

労働者派遣や民営職業紹介に関する業務等

職 業 安 定 課
☎(０５９)－２２６－２３０５

需 給 調 整 事 業 室
☎(０５９)－２２６－２１６５

職 業 対 策 課
☎(０５９)－２２６－２３０６

訓 練 課
☎(０５９)－２６１－２９４１

最低賃金、家内労働に関する業務等

労働災害の防止指導や特定機械の検査、免許証の交付業務等

労災保険の給付、被災労働者の社会復帰促進の業務等

労働局全体の庶務・会計事務、情報公開の取次ぎや庁舎管理、
国有財産の管理等

労働保険成立や保険料の決定・徴収に関する業務

三 重 労 働 局

総 務 部

総 務 課
☎（０５９）２２６－２１０５

労 働 保 険 徴 収 室
☎（０５９）２２６－２１００

労 働 基 準 部

労働条件の確保・改善、事業場への監督指導の業務
監 督 課

☎（０５９）２２６－２１０６

賃 金 室
☎（０５９）２２６－２１０８

労 災 補 償 課
☎（０５９）２２６－２１０９

職 業 安 定 部

〒５１４－８５２４ 津市島崎町３２７－２ 津第二地方合同庁舎

健 康 安 全 課
☎（０５９）２２６－２１０７

労働局内の総合的な調整、働き方改革と女性の活躍の推進、男女
の均等な機会及び待遇確保、仕事と家庭の両立支援、パートタイ
ム労働者の雇用管理改善、総合労働相談、各種助成金に関する業
務等

雇用環境・均等室
（企画） ☎（０５９）２６１－２９７８
（指導） ☎（０５９）２２６－２３１８

（０５９）２２６－２１１０

－１４－

労 働 基 準 監 督 署

公 共 職 業 安 定 所
（ ハ ロ ー ワ ー ク ）

厚 生 労 働 省 三 重 労 働 局

三重労働局の組織と業務内容



※ 各労働基準監督署内には総合労働相談コーナーが設置されています。

労働基準監督署・相談コーナーの所在地

名　　称 郵便番号・所在地 電話番号

み え 新 卒 応 援 ハ ロ ー ワ ー ク
〒514-0009
　津市羽所町700　アスト津3F

TEL　(059)229-9591

志 摩 市 ふ る さ と ハ ロ ー ワ ー ク
〒517-0501
　志摩市阿児町鵜方3098-9

TEL　（0599）46-0986

ハ ロ ー ワ ー ク プ ラ ザ 名 張
〒518-0718
　名張市丸之内79
    名張市総合福祉センターふれあい1F

TEL　（0595）63-0900

－１５－

ハローワーク・関連施設の所在地

方面（監督）（０５９）３４２-０３４０ 労災課（ ０５９）３５１-１６６１

安全衛生課（０５９）３４２-０３４１

総合労働相談コーナー（０５９）３５１-１６６２

四日市労働基準監督署

〒510-0064
四日市市新正２－５－２３

松阪労働基準監督署

電話（０５９８）５１—００１５

〒515-0011 松阪市高町４９３－６

松阪合同庁舎３Ｆ

方面（監督）（０５９）２２７-１２８２ 労災課 （０５９）２２７-１２８６

安全衛生課（０５９）２２７-１２８４

総合労働相談コーナー（０５９）２９１-６７８８

津労働基準監督署

〒514-0002 津市島崎町３２７－２

津第二地方合同庁舎１Ｆ

電話 監督・安衛課（ 0 5 9 5） 2 1 - 0 8 0 2
労 災 課 （ 0 5 9 5） 2 1 - 0 8 0 3

伊賀労働基準監督署

〒518-0836 伊賀市緑ヶ丘本町1507-3
伊賀上野地方合同庁舎１Ｆ・３Ｆ

伊勢労働基準監督署

〒516-0008
伊勢市船江１－１２－１６

電話（０５９６）２８—２１６４

熊野労働基準監督署

〒519-4324
熊野市井戸町６７２－３

電話（０５９７）８５—２２７７

電 話 （０５９）３８２－８６０９

【コールセンター対応】

〒５１３－８６０９
鈴鹿市神戸９－１３－３

ハローワーク津

電 話 （０５９）２２８－９１６１

【コールセンター対応】

〒５１４－８５２１
津市島崎町３２７－１

ハローワーク松阪

電 話 （０５９８）５１－０８６０

【コールセンター対応】

〒５１５－８５０９
松阪市高町493-6 松阪合同庁舎１Ｆ

ハローワーク伊勢

電 話 （０５９６）２７－８６０９

【コールセンター対応】

〒５１６－００７２
伊勢市宮後1-1-35 ＭｉｒａＩＳＥ ８Ｆ

ハローワーク伊賀

電 話 （０５９５）２１－３２２１

〒５１８－０８２３
伊賀市四十九町３０７４－２

ハローワーク尾鷲

電 話 （０５９７）２２－０３２７

〒５１９－３６１２
尾鷲市林町２－３５

ハローワーク熊野

電 話 （０５９７）８９－５３５１

〒５１９－４３２４
熊野市井戸町赤坂７３９－３

ハローワーク桑名

電 話 （０５９４）２２－５１４１

【コールセンター対応】

〒５１１－００７８

桑名市桑栄町1-2 サンファーレ北館1F

ハローワーク四日市

電 話 （０５９）３５３－５５６６

【コールセンター対応】

〒５１０－００９３
四日市市本町３－９５

ハローワーク鈴鹿

三重労働局総合労働相談コーナーの所在地

三重労働局 雇用環境・均等室
〒５１４－８５２４ 津市島崎町３２７－２

津第二地方合同庁舎２Ｆ
電話（０５９）２２６—２１１０

ミライセ


